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「農業委員会等に関する法律」第７条に基づき、安芸太田町農業委員会にかか

る標記指針を下記のとおり定める。 

 

記 

 

１．遊休農地の解消について 

（１）遊休農地の解消の現状及び目標 

 管内農地面積 遊休農地面積 割合 

現状 

（令和２年３月） 
９０６ｈａ ２６.２ｈａ ２.８％ 

３年後の目標 

（令和５年３月） 
９０６ｈａ ２３.２ｈａ ２.５％ 

※１：管内農地面積は、農地台帳面積とする。 

※２：遊休農地面積は、農地法第３０条第１項の規定による農地の利用状況調

査により把握した同法第３２条第１項第１号及び第２号のいずれかに該当

する農地の総面積とする。 

 

（２）遊休農地の解消についての具体的な取り組み 

  ア 広島市等の研修制度を活用して、遊休農地を対象に新規就農者を受け

入れ、その解消を図る。 

  イ 農地の利用状況調査によって区分された遊休農地については、農地所

有者への働きかけや利用意向調査等を行い、農地所有者に対する農地の

有効活用の促進を図る。 

  ウ 農地の利用状況調査によって区分された荒廃農地については、現況に

応じて非農地判断を行い、守るべき農地を明確にする。 

 

 

 



 

２．担い手への農地利用の集積について 

（１）担い手への農地利用の集積の現状及び目標    

 管内農地面積 集積面積 集積率 

現状 

（令和２年３月） 
９０６ｈａ ８４.８ｈａ ９.４％ 

３年後の目標 

（令和５年３月） 
９０６ｈａ ８７.８ｈａ ９.７％ 

※１：管内農地面積は、農地台帳面積とする。 

※２：集積面積は、担い手（①認定農業者、②認定新規就農者、③基本構想水

準到達者、④特定農業団体等）へ利用集積等されている農地の総面積とす

る。 

 

（２）担い手への農地利用の集積についての具体的な取り組み 

  ア 集落の話し合いの場に積極的に参加し、農業の将来の展望とそれを担

う経営体を明確にする。 

  イ 町、農地中間管理機構、農協等と連携し、農地利用最適化推進委員を

中心に、地域の農地利用の状況を踏まえ、担い手への農地利用の集積が

進んでいる地域では、担い手の意向を踏まえた農地の利用権の設定を推

進する。 

    また、農地の区画の形状が悪く、受け手がいない地域では、日本型直

接支払制度等の活用と併せて集落営農の組織化・法人化・新規参入の受

け入れを推進するなど、地域に応じた取り組みを推進する。 

  ウ 認定農業者や新規就農者等担い手の規模拡大を支援する。そのために、

①担い手と意見交換を行うなど連携を進める。②利用状況調査時にあっ

せん可能な優良農地の把握に努める。③規模拡大に必要な農地をあっせ

んできるよう、所有者の意向を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．新規参入の促進について 

（１）新規参入の促進の現状及び目標 

 新規参入者数（個人） 新規参入者数（法人） 

平成２４年４月から 

平成２９年３月まで 
２人 １法人 

平成２９年４月から 

令和２年３月まで 
５人 ２法人 

現状 

（令和２年３月） 
５人 ２法人 

３年後の目標 

（令和５年３月） 
８人 ５法人 

※１：新規参入者数は、個人及び法人ともに平成２４年４月からの累計とする。 

 

（２）新規参入の促進についての具体的な取り組み 

 ア 広島市等の研修制度を活用して、意欲ある担い手の確保・育成に向けた

取り組みを支援する。 

 イ 関係機関と連携して、就農相談から就農後のフォローアップまでの体制

の充実を図る。 

 ウ 新規参入者の地域受け入れ条件の整備を図る。 


